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【参考】実務対応報告第 16 号「会社法による新株予約権及び新株予約権付社債の会計処理に関する実務上の取扱い」から

の改正点 

・ 以下の比較表では、企業会計基準適用指針第 17 号と実務対応報告第 16 号を比較し、改正部分に下線を付している。 
企業会計基準適用指針第 17 号 実務対応報告第 16 号 

目 的 

1. 本適用指針は、企業会計基準第 10 号「金融商品に関する会計基

準」（以下「金融商品会計基準」という。）における「Ⅶ.複合金融

商品」のうち、「1.払込資本を増加させる可能性のある部分を含む

複合金融商品」を適用する際の指針を定める。 

 

 

 

（新設） 

適用指針 

範 囲 

2. 本適用指針は、金融商品会計基準が適用される場合において、

払込資本を増加させる可能性のある部分を含む複合金融商品に適

用する。また、本適用指針は、これに関連する新株予約権及び自

己新株予約権の会計処理についても取り扱っている。ただし、新

株予約権については、現金を対価として受け取り、付与されるも

のに限る。 

 なお、本適用指針では、会社法施行日前に発行の決議があった

ものについては適用しない。ただし、会社法施行日前に発行の決

議があった新株予約権及び新株予約権付社債を、会社法施行日後

において取得した場合の自己新株予約権等については本適用指針

 

 

（目的） 

本実務対応報告は、会社法（平成 17 年法律第 86 号）が平成 17

年 7 月 26 日に公布されたことに伴い、同法による新株予約権のう

ち平成 17 年 12 月 27 日公表の企業会計基準第 8号「ストック・オ

プション等に関する会計基準」（以下「ストック・オプション会計

基準」という。）に示されていないもの及び同法による新株予約権

付社債の会計処理についての実務上の取扱いを明らかにすること

を目的としている。加えて、外貨建転換社債型新株予約権付社債

の発行者側の会計処理及び会社法において新たに明示された自己

新株予約権に関する会計処理についても取り扱っている。 
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を適用する。 
 

用語の定義 

3. 本適用指針において、「会社法による転換社債型新株予約権付社

債」とは、募集事項において、社債と新株予約権がそれぞれ単独

で存在し得ないこと及び新株予約権が付された社債を当該新株予

約権行使時における出資の目的とすること（会社法第 236 条第 1

項第 2 号及び第 3 号）をあらかじめ明確にしている新株予約権付

社債であって、会社法の規定に基づき発行されたものをいう。 

（Ｑ3 Ａ1） 

転換社債型新株予約権付社債（募集事項において、社債と新株

予約権がそれぞれ単独で存在し得ないこと及び新株予約権が付さ

れた社債を当該新株予約権行使時における出資の目的とすること

（会社法第 236 条第 1 項第 2 号及び第 3 号）を、あらかじめ明確

にしている新株予約権付社債）は、以前の転換社債と経済的実質

が同一であると考えられるため、その会計処理は以下のとおりと

する。 

 

新株予約権の会計処理 

発行者側の会計処理 

（発行時の会計処理） 

4. 新株予約権を発行したときは、その発行に伴う払込金額（会社

法第 238 条第 1 項第 3 号）を、純資産の部に「新株予約権」とし

て計上する。 

 

 

 

（Ｑ1 Ａ1（1）） 

新株予約権は、その発行に伴う払込金額（会社法第 238 条第 1

項第 3号）を、純資産の部に「新株予約権」として計上する。 

 

（権利行使時の会計処理） 

5. 新株予約権が行使された場合の会計処理は次のように行う。  

(1) 新株を発行する場合 

新株予約権が行使され、新株を発行する場合の会計処理は、

当該新株予約権の発行に伴う払込金額（会社法第 238 条第 1 項

 

（Ｑ1 Ａ1（2）） 

① 新株を発行する場合 

新株予約権が行使され、新株を発行する場合の会計処理は、

当該新株予約権の発行に伴う払込金額（会社法第 238 条第 1
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第 3 号）と新株予約権の行使に伴う払込金額（会社法第 236 条

第 1 項第 2 号）を、資本金又は資本金及び資本準備金に振り替

える。 

(2) 自己株式を処分する場合 

新株予約権が行使され、自己株式を処分する場合の自己株式

処分差額の会計処理は、自己株式を募集株式の発行等の手続に

より処分する場合に準じて取り扱う（企業会計基準第 1 号「自

己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（以下「自己

株式等会計基準」という。）第 9項、第 10 項及び第 12 項）。 

 

自己株式処分差額を計算する際の自己株式の処分の対価は、

当該新株予約権の発行に伴う払込金額と新株予約権の行使に伴

う払込金額との合計額とする。 

  なお、権利行使時に交付する株式の数に 1 株に満たない端数が

ある場合で、当該端数に相当する金銭を交付するときは、当該端

数部分についても(1)又は(2)の処理を行った後、交付する金銭の

額をその他資本剰余金から減額する。 

 

項第 3号）と新株予約権の行使に伴う払込金額（会社法第 236

条第 1 項第 2 号又は第 3 号）を、資本金又は資本金及び資本

準備金に振り替える。 

②自己株式を処分する場合 

新株予約権が行使され、自己株式を処分する場合の自己株

式処分差額の会計処理は、自己株式を募集株式の発行等の手

続により処分する場合に準じて取り扱う（企業会計基準第 1

号「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（最

終改正平成 17 年 12 月 27 日）（以下「自己株式等会計基準」

という。）第 9項から第 11 項）。 

 なお、自己株式処分差額を計算する際の自己株式の処分の

対価は、当該新株予約権の発行に伴う払込金額と新株予約権

の行使に伴う払込金額との合計額とする。 

（失効時の会計処理） 

6. 新株予約権が行使されずに権利行使期間が満了し、当該新株予

約権が失効したときは、当該失効に対応する額を失効が確定した

会計期間の利益（原則として特別利益）として処理する。 

 

（Ｑ1 Ａ1（3）） 

新株予約権が行使されずに権利行使期間が満了し、当該新株予

約権が失効したときは、当該失効に対応する額を失効が確定した

会計期間の利益（原則として特別利益に該当する。）として処理す

る。 
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取得者側の会計処理－新株予約権の発行者以外が取得者となる場合

－ 

（取得時の会計処理） 

7. 新株予約権を取得したときは、有価証券の取得として処理する。

 

 

（Ｑ1 Ａ2（1）） 

新株予約権は、有価証券の取得として処理する。 

 

（権利行使時の会計処理） 

8. 新株予約権の権利を行使し、発行者の株式を取得したときは、

当該新株予約権の保有目的区分に応じて、売買目的有価証券の場

合には権利行使時の時価で、その他有価証券の場合には帳簿価額

（日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第 14 号「金融商品会

計に関する実務指針」（以下「金融商品会計実務指針」という。）

第 57 項(4)）で株式に振り替える。 

 

（Ｑ1 Ａ2（2）） 

新株予約権の権利を行使し、発行会社の株式を取得したときは、

当該新株予約権の保有目的区分に応じて、売買目的有価証券の場

合には権利行使時の時価で、その他有価証券の場合には帳簿価額

（金融商品会計実務指針第 57 項（4））で株式に振り替える。 

（譲渡時の会計処理） 

9. 新株予約権に対する支配が他に移転したときは、その消滅を認

識するとともに、移転した新株予約権の帳簿価額とその対価とし

ての受取額との差額を当期の損益として処理する（金融商品会計

基準第 11 項）。新株予約権を発行者に譲渡した場合（会社法第 236

条第 1項第 7号）においても同様に処理する。 

  なお、新株予約権の発行者が一定の事由が生じたことを条件と

して当該新株予約権を取得できることとする条項（取得条項）が

付された新株予約権について、発行者が当該取得条項に基づき自

己新株予約権を取得した場合には、取得条項付の転換社債型新株

（Ｑ1 Ａ2（3）） 

新株予約権に対する支配が他に移転したときは、その消滅を認

識するとともに、移転した新株予約権の帳簿価額とその対価とし

ての受取額との差額を当期の損益として処理する（金融商品会計

基準第二 二）。新株予約権を発行会社に譲渡した場合（会社法第

236 条第 1項第 7号）においても同様に行う。 
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予約権付社債における転換社債型新株予約権付社債権者側の会計

処理（第 24 項参照）に準じて処理する。 

 

（失効時の会計処理） 

10. 新株予約権を行使せずに権利行使期間が満了し、当該新株予約

権が失効したときは、当該新株予約権の帳簿価額（金融商品会計

実務指針第 91 項に基づき減損処理している場合には、減損処理後

の帳簿価額）を当期の損失として処理する。 

（Ｑ1 Ａ2（4）） 

新株予約権を行使せずに権利行使期間が満了し、当該新株予約

権が失効したときは、当該新株予約権の帳簿価額（金融商品会計

実務指針第 91 項に基づき減損処理している場合には、減損処理後

の帳簿価額）を当期の損失として処理する。 

 

自己新株予約権の会計処理 

（取得時の会計処理） 

11. 自己新株予約権を取得したときの取得価額は、取得した自己新

株予約権の時価（取得した自己新株予約権の時価よりも支払対価

の時価の方が、より高い信頼性をもって測定可能な場合には、支

払対価の時価）に取得時の付随費用を加算して算定する。 

 

 

（Ｑ2 Ａ1） 

自己新株予約権を取得したときの取得価額は、取得した自己新

株予約権の時価（取得した自己新株予約権の時価よりも支払対価

の時価の方が、より高い信頼性をもって測定可能な場合には、支

払対価の時価）に取得時の付随費用を加算して算定する。 

 

12. 新株予約権の発行者が一定の事由が生じたことを条件として

当該新株予約権を取得できることとする条項（取得条項）が付さ

れた新株予約権について、発行者が当該取得条項に基づき自己新

株予約権を取得し、次のすべてを満たす場合には新株予約権が行

使された場合の会計処理（第 5 項参照）に準じて処理するが、そ

れ以外の場合には、第 11 項のとおり処理する。 

(1)  取得条項に基づく取得の対価がすべて自社の株式であっ

 

（新設） 
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て、その金額が当該新株予約権の目的である自社の株式の数

に基づき算定された時価と行使に際して出資される財産の時

価との差額であること 

(2)  取得条項に基づいて取得した際に消却することが募集事項

等に示されており、かつ、当該募集事項等に基づき取得と同

時に消却が行われていること 

 

（保有時の会計処理） 

13. 自己新株予約権は、取得原価による帳簿価額を、純資産の部の

新株予約権から原則として直接控除する。なお、間接控除する場

合には、純資産の部において新株予約権の直後に、自己新株予約

権の科目をもって表示する。 

（Ｑ2 Ａ2） 

自己新株予約権は、取得原価による帳簿価額を、純資産の部の

新株予約権から、原則として直接控除する。また、保有する自己

新株予約権に関する①目的となる株式の種類、②権利行使された

ものと仮定した場合の目的となる株式の種類ごとの増加株式数、

及び③当期末残高について株主資本等変動計算書に注記を行う

（企業会計基準適用指針第 9 号「株主資本等変動計算書に関する

会計基準の適用指針」第 13 項（3））。 

 

 

14. 自己新株予約権の帳簿価額が、対応する新株予約権の帳簿価額

を超える場合において、当該自己新株予約権の時価が著しく下落

し、回復する見込みがあると認められないときは、時価との差額

（ただし、自己新株予約権の時価が対応する新株予約権の帳簿価

額を下回るときは、当該自己新株予約権の帳簿価額と当該新株予

約権の帳簿価額との差額）を当期の損失として処理する。また、

（Ｑ2 Ａ2） 

なお、自己新株予約権の帳簿価額が、対応する新株予約権の帳

簿価額を超える場合において、当該自己新株予約権の時価が著し

く下落し、回復する見込みがあると認められないときは、時価と

の差額（ただし、自己新株予約権の時価が、対応する新株予約権

の帳簿価額を下回るときは、当該自己新株予約権の帳簿価額と当

該新株予約権の帳簿価額との差額）を当期の損失として処理する。
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自己新株予約権が処分されないものと認められるときは、当該自

己新株予約権の帳簿価額と対応する新株予約権の帳簿価額との差

額を当期の損失として処理する。 

 

また、自己新株予約権が処分されないものと認められるときは、

当該自己新株予約権の帳簿価額と対応する新株予約権の帳簿価額

との差額を当期の損失として処理する。 

 

15. 連結財務諸表上、親会社が発行した新株予約権を親会社が保有

している場合及び連結子会社が発行した新株予約権を当該連結子

会社が保有している場合は、それぞれの個別財務諸表と同様、自

己新株予約権として処理する。一方、親会社又は連結子会社が発

行した新株予約権をその他の連結会社が保有している場合は、連

結会社相互間の債権と債務の相殺消去（連結財務諸表原則 第四

六及び同注解 14 4）に準じて処理する。 

（Ｑ2 Ａ2） 

また、連結財務諸表上、親会社が発行した新株予約権を親会社

が保有している場合及び連結子会社が発行した新株予約権を当該

連結子会社が保有している場合は、それぞれの個別財務諸表と同

様、自己新株予約権として処理する。一方、親会社が発行した新

株予約権を連結子会社が保有している場合及び連結子会社が発行

した新株予約権を親会社が保有している場合は、連結会社相互間

の債権と債務の相殺消去（連結財務諸表原則 第四 六）に準じて

処理する（連結財務諸表原則注解（注解 14）4 の定めは適用され

ない）。これらは、新株予約権が株主資本以外の項目であることを

重視したものである。 

 

（消却時の会計処理） 

16. 自己新株予約権を消却した場合、消却した自己新株予約権の帳

簿価額とこれに対応する新株予約権の帳簿価額との差額を、自己

新株予約権消却損（又は自己新株予約権消却益）等の適切な科目

をもって当期の損益として処理する。 

（Ｑ2 Ａ3） 

自己新株予約権を消却した場合、消却した自己新株予約権の帳

簿価額とこれに対応する新株予約権の帳簿価額の差額を、自己新

株予約権消却損（又は自己新株予約権消却益）等の適切な科目を

もって当期の損益として処理する。 
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（処分時の会計処理） 

17. 自己新株予約権を処分した場合、処分した自己新株予約権の帳

簿価額と受取対価との差額を、自己新株予約権処分損（又は自己

新株予約権処分益）等の適切な科目をもって当期の損益として処

理する。 

（Ｑ2 Ａ4） 

自己新株予約権を処分した場合、受取対価と処分した自己新株

予約権の帳簿価額との差額を、自己新株予約権処分損（又は自己

新株予約権処分益）等の適切な科目をもって当期の損益として処

理する。 

 

新株予約権付社債の会計処理 

転換社債型新株予約権付社債の場合 

（発行者側の会計処理） 

18. 転換社債型新株予約権付社債の発行に伴う払込金額は、次のい

ずれかの方法により会計処理する。 

(1)  転換社債型新株予約権付社債の発行に伴う払込金額を、社

債の対価部分と新株予約権の対価部分に区分せず、普通社債

の発行に準じて処理する（一括法）。 

(2)  転換社債型新株予約権付社債の発行に伴う払込金額を、社

債の対価部分と新株予約権の対価部分に区分した上で、社債

の対価部分は普通社債の発行に準じて処理し、新株予約権の

対価部分は新株予約権の発行者側の会計処理（第 4項参照）

に準じて処理する（区分法）。 

（Ｑ3 Ａ1(1)） 

 

① 発行時の会計処理 

転換社債型新株予約権付社債について、その発行に伴う払込

金額は、以下のいずれかの方法により会計処理する。 

ア 社債と新株予約権のそれぞれの払込金額を合算し、普通社

債の発行に準じて処理する（一括法）。 

 

イ 転換社債型新株予約権付社債の発行に伴う払込金額を、社

債の対価部分と新株予約権の対価部分に区分した上で、社

債の対価部分は、普通社債の発行に準じて処理し、新株予

約権の対価部分は、新株予約権の発行者側の会計処理（Ｑ1

のＡ1参照）に準じて処理する（区分法）。 

 

19. 転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権が行使さ

れたときの会計処理は次のように行う。 

(1) 新株を発行する場合 

（Ｑ3 Ａ1(1)） 

② 新株予約権の行使時の会計処理 

ア 新株を発行する場合 
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新株予約権が行使され、新株を発行する場合において、発行

時に一括法を採用しているときは、当該転換社債型新株予約権

付社債の帳簿価額を、資本金又は資本金及び資本準備金に振り

替える。［設例 1］ 

 

 

 また、発行時に区分法を採用しているときは、当該転換社債

型新株予約権付社債における社債の対価部分（帳簿価額）と新

株予約権の対価部分（帳簿価額）の合計額を、資本金又は資本

金及び資本準備金に振り替える。 

 

 

(2) 自己株式を処分する場合 

新株予約権が行使され、自己株式を処分する場合の自己株式

処分差額の会計処理は、自己株式を募集株式の発行等の手続に

より処分する場合に準じて取り扱う（自己株式等会計基準第 9

項、第 10 項及び第 12 項）。 

自己株式処分差額を計算する際の自己株式の処分の対価につ

いては、発行時に一括法を採用している場合は、当該転換社債

型新株予約権付社債の帳簿価額とする。また、発行時に区分法

を採用している場合は、当該転換社債型新株予約権付社債にお

ける社債の対価部分（帳簿価額）と新株予約権の対価部分（帳

簿価額）の合計額とする。 

新株予約権が行使され、新株を発行する場合において、

発行時に一括法を採用しているときは、当該転換社債型新

株予約権付社債の社債金額（発行時における社債金額と払

込金額との差額に係る未償却残高がある場合（金融商品会

計基準第三 五）には当該金額を加減した金額）を、資本金

又は資本金及び資本準備金に振り替える。[設例 1] 

また、発行時に区分法を採用しているときは、当該転換

社債型新株予約権付社債における社債の対価部分（発行時

における社債金額と払込金額との差額に係る未償却残高が

ある場合には当該金額を加減した金額）と新株予約権の対

価部分の合計額を、資本金又は資本金及び資本準備金に振

り替える。 

イ 自己株式を処分する場合 

新株予約権が行使され、自己株式を処分する場合の自己

株式処分差額の会計処理は、自己株式を募集株式の発行等

の手続により処分する場合に準じて取り扱う（自己株式等

会計基準第 9項から第 11 項）。 

なお、自己株式処分差額を計算する際の自己株式の処分

の対価について、発行時に一括法を採用している場合は、

当該転換社債型新株予約権付社債の社債金額（発行時にお

ける社債金額と払込金額との差額に係る未償却残高がある

場合には当該金額を加減した金額）とする。また、発行時

に区分法を採用している場合は、当該転換社債型新株予約
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  なお、権利行使時に交付する株式の数に 1 株に満たない端数が

ある場合で、当該端数に相当する金銭を交付するときは、新株予

約権が行使された場合の会計処理（第 5 項なお書き参照）に準じ

て処理する。 

 

権付社債における社債の対価部分（発行時における社債金

額と払込金額との差額に係る未償却残高がある場合には当

該金額を加減した金額）と新株予約権の対価部分の合計額

とする。 

 

（取得者側の会計処理－新株予約権付社債の発行者以外が取得者と

なる場合－） 

20. 転換社債型新株予約権付社債の取得価額は、社債の対価部分と

新株予約権の対価部分に区分せず、普通社債の取得に準じて処理

し、権利を行使したときは株式に振り替える（一括法）。 

 

（Ｑ3 Ａ1(2)）  

 

転換社債型新株予約権付社債の取得価額は、社債の対価部分と

新株予約権の対価部分に区分せず、普通社債の取得に準じて処理

し、権利を行使したときは株式に振り替える（一括法）。 

 

その他の新株予約権付社債の場合 

（発行者側の会計処理） 

21. 転換社債型新株予約権付社債以外の新株予約権付社債（以下

「その他の新株予約権付社債」という。）の発行に伴う払込金額は、

社債の対価部分と新株予約権の対価部分に区分した上で、社債の

対価部分は普通社債の発行に準じて処理し、新株予約権の対価部

分は新株予約権の発行者側の会計処理に準じて処理する（第 4 項

参照）（区分法）。  

 

（Ｑ3 Ａ2(1)） 

転換社債型新株予約権付社債以外の新株予約権付社債につい

て、その発行に伴う払込金額は、社債の対価部分と新株予約権の

対価部分に区分する。社債の対価部分は、普通社債の発行に準じ

て処理し、新株予約権の対価部分は、新株予約権の発行者側の会

計処理に準じて処理する（区分法）。 
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 また、新株予約権が行使されたときの会計処理については、転

換社債型新株予約権付社債の発行時に区分法を採用している場合

に準じて処理する（第 19 項参照）。 

 

 また、新株予約権が行使されたときの会計処理については、転

換社債型新株予約権付社債の発行時に区分法を採用している場合

に準じて処理する（1(1)②参照）。 

 

（取得者側の会計処理－新株予約権付社債の発行者以外が取得者と

なる場合－） 

22. その他の新株予約権付社債の取得価額は、社債の対価部分と新

株予約権の対価部分に区分した上で、社債の対価部分は普通社債

の取得に準じて処理し、新株予約権の対価部分は新株予約権の取

得者側の会計処理に準じて処理する（第 7項参照）（区分法）。 

 

（Ｑ3 Ａ2(2)）  

 

転換社債型新株予約権付社債以外の新株予約権付社債の取得価

額は、社債の対価部分と新株予約権の対価部分に区分する。社債

の対価部分は、普通社債の取得に準じて処理し、新株予約権の対

価部分は、新株予約権の取得者側の会計処理に準じて処理する（区

分法）。 

 

取得条項付の転換社債型新株予約権付社債の場合 

（発行者側の会計処理） 

23. 転換社債型新株予約権付社債の発行者が、一定の事由が生じた

ことを条件として、当該転換社債型新株予約権付社債を取得でき

ることとする条項（取得条項）が付された転換社債型新株予約権

付社債について、発行者が、当該取得条項に基づき、自社の株式

の市場価格が転換価格を上回る場合において当該転換社債型新株

予約権付社債を取得するときの発行者側の会計処理は次のように

行う。 

(1) 取得の対価が現金の場合 

発行者が、当該取得条項に基づき、当該転換社債型新株予約

 

 

（新設） 
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権付社債を現金により取得する場合において、発行時に一括法

を採用しているときには、自己社債の取得に準じて処理する。

また、区分法を採用しているときには、取得の対価としての払

出額を発行時における払込金額の区分に準じて社債の対価部分

と新株予約権の対価部分に区分した上で（第 18 項(2)参照）、社

債の対価部分は自己社債の取得に準じて処理し、新株予約権の

対価部分は自己新株予約権の取得に準じて処理する（第 11 項参

照）。 

なお、自己社債の取得に準じて処理する場合には、金融商品

会計基準における有価証券の会計処理に準ずる（ただし、満期

保有目的の債券に分類することはできない。）。 

また、発行者が、取得した転換社債型新株予約権付社債を取

得と同時に消却した場合には、取得した転換社債型新株予約権

付社債の帳簿価額とこれに対応する転換社債型新株予約権付社

債が消滅するため、繰上償還する場合に準じて処理する。 

(2) 取得の対価が自社の株式の場合［設例2］ 

① (ア)発行者が、当該取得条項に基づき、当該転換社債型新

株予約権付社債に付された新株予約権の目的である自社の株

式の数を交付することにより取得し、(イ)当該取得条項に基

づいて取得した際に消却することが募集事項等に示されてお

り、かつ、当該募集事項等に基づき取得と同時に消却が行わ

れた場合 

転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権が行使
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されたときに準じて処理する（第 19 項参照）。 

② ①以外の場合 

取得の対価となる自社の株式の時価と取得した転換社債型

新株予約権付社債の時価のうち、より高い信頼性をもって測

定可能な時価に基づき、新株を発行するときは資本金又は資

本金及び資本準備金を増加させ、自己株式を処分するときは

当該時価を自己株式の処分の対価として自己株式処分差額を

計算し、自己株式を募集株式の発行等の手続により処分する

場合に準じて処理する。 

その上で、発行時に一括法を採用しているときは、取得し

た転換社債型新株予約権付社債を自己社債の取得に準じて処

理（上記(1)参照）し、区分法を採用しているときには、当該

時価を発行時における払込金額の区分に準じて（第 18 項(2)

参照）社債の対価部分と新株予約権の対価部分に区分し、社

債の対価部分は自己社債の取得に準じて（上記(1)参照）、新

株予約権の対価部分は自己新株予約権の取得に準じて（第 11

項参照）処理する。 

(3) 取得の対価が現金と自社の株式の場合［設例 3-1］［設例 3-2］

発行者が、当該取得条項に基づき、当該転換社債型新株予約

権付社債を現金と自社の株式を対価として取得する場合におい

て、発行時に一括法を採用しているときは、対価となる自社の

株式の時価と取得した転換社債型新株予約権付社債の時価から

対価となる現金の額を控除した額のうち、より高い信頼性をも
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って測定可能な金額と、対価となる現金の額の合計額に基づき、

自己社債の取得に準じて処理する（上記(1)参照）［設例 3-1］。

また、区分法を採用しているときには、当該合計額を発行時に

おける払込金額の区分に準じて（第 18 項(2)参照）社債の対価

部分と新株予約権の対価部分に区分し、社債の対価部分は自己

社債の取得に準じて（上記(1)参照）、新株予約権の対価部分は

自己新株予約権の取得に準じて（第 11 項参照）処理する。 

ただし、取得の対価のうち現金の額が僅少である場合には、

取得の対価が自社の株式の場合（上記(2)参照）に準じて処理す

る。 

また、次のすべてを満たす場合には、転換社債型新株予約権

付社債に付された新株予約権が行使されたときに準じて（第 19

項参照）処理する（一括法の場合）［設例 3-2］。なお、この場

合において、取得した転換社債型新株予約権付社債の帳簿価額

と対価となる現金の額との差額については、会社法の規定に基

づき処理する。 

① 取得条項に基づく取得の対価の金額は、当該取得条項に

基づき、当該転換社債型新株予約権付社債に付された新株

予約権の目的である自社の株式の数に基づき算定された時

価であること 

② 当該取得条項に基づいて取得した際に消却することが募

集事項等に示されており、かつ、当該募集事項等に基づき

取得と同時に消却が行われていること 
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③ 現金の交付がすべて社債部分の取得に充てられ、自社の

株式の交付がすべて新株予約権部分の取得に充てられるよ

うに、現金と自社の株式を対価とするそれぞれの部分があ

らかじめ明確にされ、これらの額が経済的に合理的な額と

乖離していないこと 

 

（転換社債型新株予約権付社債権者側の会計処理） 

24. 転換社債型新株予約権付社債のうち、取得条項が付されたもの

について、発行者が、当該取得条項に基づき、発行者の株式の市

場価格が転換価格を上回る場合において当該転換社債型新株予約

権付社債を取得するときの転換社債型新株予約権付社債権者側の

会計処理は次のように行う。 

(1) 発行者による取得の対価が現金の場合 

転換社債型新株予約権付社債の譲渡又は償還（以下「譲渡等」

という。）として処理する。したがって、譲渡等を行った転換

社債型新株予約権付社債の消滅を認識するとともに、当該転換

社債型新株予約権付社債の帳簿価額とその対価としての受取額

との差額を当期の損益として処理する（金融商品会計基準第 11

項）。 

(2) 発行者による取得の対価が発行者の株式の場合 

転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権を行使し

た場合に準じて処理する（第 20 項参照）。 

(3) 発行者による取得の対価が現金と発行者の株式の場合 

 

（新設） 



 

- 16 - 

企業会計基準適用指針第 17 号 実務対応報告第 16 号 

発行者により取得された転換社債型新株予約権付社債の帳簿

価額を、交付された現金の額と発行者の株式の時価の比率によ

り按分した上で、現金部分は上記(1)に準じて処理し、発行者の

株式部分は上記(2)に準じて処理する。 

 

外貨建転換社債型新株予約権付社債の場合 

（発行者側の会計処理） 

25. 外貨建転換社債型新株予約権付社債について、発行時に一括法

を採用している場合の発行者側における円換算の処理は次のよう

に行う。［設例 4］  

(1) 発行時の会計処理 

   発行時の円貨への換算は、発行時の為替相場による。 

(2) 決算時の会計処理 

   決算時の円貨への換算は、決算時の為替相場による。また、

決算時の換算によって生じた換算差額は、当期の為替差損益と

して処理する（「外貨建取引等会計処理基準」（以下「外貨基準」

という。）一 2(2)）。 

(3) 新株予約権行使時の会計処理 

新株予約権行使時に資本金又は資本金及び資本準備金に振

り替える額の円貨への換算は、当該権利行使時の為替相場によ

る。また、権利行使時の換算によって生じた換算差額は、当該

権利行使時の属する会計期間の為替差損益として処理する。な

お、新株予約権行使時の為替相場については外貨基準注解 注 2

 

（Ｑ5 Ａ） 

以下においては、会社法に基づき発行された外貨建転換社債型

新株予約権付社債について、実務上多く用いられている一括法を

適用した場合の取扱いを明らかにしている。[設例 2] 

1．発行時の会計処理 

発行時の円貨への換算は、発行時の為替相場による。 

2．決算時の会計処理 

決算時の円貨への換算は、決算時の為替相場による。ま

た、決算時の換算によって生じた換算差額は、当期の為替

差損益として処理する（「外貨建取引等会計処理基準」（以

下「外貨基準」という。）一 2（2））。 

3．新株予約権行使時の会計処理 

新株予約権行使時に資本金又は資本金及び資本準備金に

振り替える額の円貨への換算は、当該権利行使時の為替相

場による。また、権利行使時の換算によって生じた換算差

額は、当該権利行使時の属する会計期間の為替差損益とし

て処理する。なお、新株予約権行使時の為替相場について
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による。 

 

は外貨基準注解 注 2によることとなる。 

 

26. 外貨建転換社債型新株予約権付社債について、発行時に区分法

を採用している場合の発行者側における円換算の処理は次のよう

に行う。 

(1) 外貨建社債の対価部分 

   外貨建社債の対価部分の発行時の円貨への換算は発行時の為

替相場により、決算時の円貨への換算は決算時の為替相場によ

る（日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第 4号「外貨建取

引等の会計処理に関する実務指針」（以下「外貨実務指針」とい

う。）第 19-6 項）。また、新株予約権行使時に資本金又は資本金

及び資本準備金に振り替える額の円貨への換算は、当該権利行

使時の為替相場による。決算時及び新株予約権行使時の換算に

よって生じた換算差額は、当該会計期間の為替差損益として処

理する。 

(2) 外貨建新株予約権の対価部分 

   外貨建新株予約権の対価部分の発行時及び決算時の円貨への

換算、並びに新株予約権行使時に資本金又は資本金及び資本準

備金に振り替える額の円貨への換算は、発行時の為替相場によ

る（外貨実務指針第 19-2 項及び第 19-3 項）。 

 

 

（新設） 

（取得者側の会計処理） 

27. 外貨建転換社債型新株予約権付社債の取得者側における円換

 

（新設） 
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算の処理は、外貨実務指針第 19-9 項による。 

 

社債と新株予約権を同時に募集し同時に割り当てる場合の

会計処理 

28. 社債と新株予約権を同時に募集し、かつ、両者を同時に割り当

てる場合（かつての分離型新株引受権付社債と同様の場合）の会

計処理は、その他の新株予約権付社債と同様に、発行者側及び取

得者側ともに区分法により行う（第 21 項及び第 22 項参照）。 

 

 

 

（新設） 

適用時期等 

29. 本適用指針は、本適用指針公表日以後に終了する事業年度及び

中間会計期間から適用する。 

 なお、本適用指針の適用により、実務対応報告第 16 号「会社法

による新株予約権及び新株予約権付社債の会計処理に関する実務

上の取扱い」（以下「実務対応報告第 16 号」という。）は廃止する。

 

 

（新設） 

議 決 

30. 本適用指針は、第 127 回企業会計基準委員会に出席した委員 11

名全員の賛成により承認された。 

（目的） 

本実務対応報告は、第 95 回企業会計基準委員会に出席した委員

11 名全員の賛成により承認された。 
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結論の背景 

経 緯 

31. 払込資本を増加させる可能性のある部分を含む複合金融商品

の会計処理については、これまで、金融商品会計基準、金融商品

会計実務指針、実務対応報告第 1 号「旧商法による新株予約権及

び新株予約権付社債の会計処理に関する実務上の取扱い」（以下

「実務対応報告第 1号」という。）、実務対応報告第 11 号「外貨建

転換社債型新株予約権付社債の発行者側の会計処理に関する実務

上の取扱い」（以下「実務対応報告第 11 号」という。）及び実務対

応報告第 16 号においてそれぞれ取り扱われてきた。 

 

 

 

（目的） 

新株予約権及び新株予約権付社債の会計処理については、平成

14 年 3 月 29 日に実務対応報告第 1号「新株予約権及び新株予約権

付社債の会計処理に関する実務上の取扱い」（最終改正平成 17 年

12 月 27 日）（以下「実務対応報告第 1 号」という。）及び平成 15

年 9 月 22 日に実務対応報告第 11 号「外貨建転換社債型新株予約

権付社債の発行者側の会計処理に関する実務上の取扱い」（以下

「実務対応報告第 11 号」という。）が公表されている。 

 

32. 本適用指針は、「金融商品に係る会計基準」（企業会計審議会 平

成 11 年 1 月 22 日）が平成 18 年 8 月 11 日に企業会計基準第 10 号

として改正され、転換社債及び新株引受権付社債に関する定めが

新株予約権付社債に関する定めに改められたことなどから、従前

の実務対応報告第 16 号の内容を企業会計基準第 10 号の適用上の

指針として新たに定めたものである。また、実務対応報告第 16 号

では取り扱われていなかった外貨建転換社債型新株予約権付社債

に関する取得者側及び発行時に区分法を採用している場合の発行

者側の会計処理についても明らかにしている。 

 

 

（新設） 
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33. さらに、本適用指針では、会社法において、一定の事由が生じ

たことを条件として、新株予約権付社債の発行者が当該新株予約

権付社債を取得できることとする条項（取得条項）が付された新

株予約権付社債を発行することが可能となったため、その会計処

理を取り扱っている。これは、実務対応報告第 16 号の公表後に、

本件に関する質問が多く寄せられたことに対応するものである。 

 

 

（新設） 

範 囲 

34. 本適用指針では、新株予約権について、現金を対価として受け

取り、付与されるものを適用範囲としている（第 2項参照）。これ

は、平成 17 年 12 月 27 日公表の企業会計基準第 8号「ストック・

オプション等に関する会計基準」（以下「ストック・オプション会

計基準」という。）で取り扱われていない新株予約権の会計処理を

適用範囲とする趣旨である。ストック・オプション会計基準では、

企業がその従業員等に対してストック・オプションを付与する取

引の他、企業が財貨又はサービスを取得するときの対価として自

社株式オプション（新株予約権）を付与する取引についても取り

扱っているが、企業が現金を取得するときの対価として自社株式

オプション（新株予約権）を付与する取引は前提としていない（ス

トック・オプション会計基準第 3項）。したがって、当該取引の会

計処理については、本適用指針の定めによることとなる。 

 なお、敵対的買収防止策として一定の者に自社株式オプション

（新株予約権）が付与される取引のように、対価性のないことが

 

（新設） 
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明確である取引の場合には、当該取引に関して費用を認識しない

ことがストック・オプション会計基準で示されている（ストック・

オプション会計基準第 33 項）ため、当該取引に本適用指針の定め

は適用されないこととなる。ただし、敵対的買収防止策として付

与した自社株式オプション（新株予約権）を消却する場合等に生

じる自己新株予約権の会計処理については、本適用指針の定めに

よることとなる。 

 また、本適用指針の範囲としていない会社法施行日前に発行の

決議があった新株予約権付社債及び新株予約権については、実務

対応報告第 1 号及び実務対応報告第 11 号の定めによることとな

る。 

 

用語の定義 

35. 転換社債型新株予約権付社債について、社債と新株予約権がそ

れぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしている場合

（第 3 項参照）とは、かつての転換社債と経済的実質が同一とな

るように、例えば、次のいずれかが募集事項に照らして明らかな

場合である。 

(1)  新株予約権について取得事由を定めておらず、かつ、社債

についても繰上償還を定めていないこと 

(2)  新株予約権について取得事由を定めている場合には、新株

予約権が取得されたときに社債も同時に取得されること、ま

た、社債について繰上償還を定めている場合には、社債が繰

（Ｑ3 Ａ1） 

なお、転換社債型新株予約権付社債について、社債と新株予約

権がそれぞれ単独で存在し得ないことをあらかじめ明確にしてい

る場合とは、以前の転換社債と経済的実質が同一となるように、

例えば、以下のいずれかが募集事項に照らして明らかな場合であ

る。 

① 新株予約権について取得事由を定めておらず、かつ、社債に

ついても繰上償還を定めていないこと。 

② 新株予約権について取得事由を定めている場合には、新株予

約権が取得されたときに社債も同時に償還されること、かつ、

社債について繰上償還を定めている場合には、社債が繰上償
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上償還されたときに新株予約権も同時に消滅すること 

 

還されたときに新株予約権も同時に消滅すること。 

 

新株予約権の会計処理 

発行者側の会計処理 

36. 新株予約権に関する表示について、平成 17 年 12 月 9 日公表の

企業会計基準第 5 号「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（以下「純資産会計基準」という。）の適用前においては、

かつての新株引受権付社債の会計処理を勘案し、その発行価額を

仮勘定として負債の部に計上することとしていたが、純資産会計

基準の適用に伴い、その発行に伴う払込金額を純資産の部に計上

する（純資産会計基準第 4 項及び第 7 項）こととなった（第 4 項

参照）。 

 

 

（Ｑ1 Ａ1（1）） 

実務対応報告第 1 号において、新株予約権の発行価額は、以前

の新株引受権付社債の会計処理（「金融商品に係る会計基準」（以

下「金融商品会計基準」という。）第六 一）を勘案し、負債の部

に計上することとしていたが、平成 17 年 12 月 9 日公表の企業会

計基準第 5号「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（以下「純資産会計基準」という。）に従い、新株予約権は純資産

の部に表示することとなる（純資産会計基準第 4項及び第 7項）。

 

取得者側の会計処理－新株予約権の発行者以外が取得者となる場合

－ 

37. 新株予約権証券は有価証券に該当するため、取得者側におい

て、金融商品会計基準及び金融商品会計実務指針の有価証券に関

する定めにより認識・測定されることとなる。したがって、新株

予約権は、取得時に時価で測定し（金融商品会計実務指針第29項）、

保有目的の区分に応じて、売買目的有価証券又はその他有価証券

として会計処理する（第 7項参照）。 

  

 なお、取得時の時価の算定については、新株予約権が株式に対

 

（Ｑ1 Ａ2（1）） 

これは、新株予約権証券が有価証券に該当する（証券取引法第 2

条第 1 項第 6 号）ため、金融商品会計基準及び「金融商品会計に

関する実務指針」（以下「金融商品会計実務指針」という。）の有

価証券に関する定めにより認識・測定されるという考え方による。

したがって、新株予約権は、取得時に時価で測定し（金融商品会

計実務指針第 29 項）、保有目的の区分に応じて、売買目的有価証

券又はその他有価証券として会計処理する。 

なお、時価の算定については、新株予約権が株式に対するコー
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するコール・オプションとしての性格を有するため、デリバティ

ブ取引に対する評価方法（金融商品会計実務指針第 101 項から第

104 項）に準じて行うことが適当と考えられる。 

ル・オプションとしての性格を有するため、デリバティブ取引に

対する評価方法（金融商品会計実務指針第 101 項から第 104 項）

に準じて行うことが適当と考えられる。 

 

自己新株予約権の会計処理 

（取得時の会計処理） 

38. 自己新株予約権の取得は、株主との資本取引ではなく、新株予

約権者との損益取引であるが、自己新株予約権の取得時には、そ

の後、当該自己新株予約権を消却するか処分するかが必ずしも明

らかではない。このため、時価に基づき取得価額を算定し、取得

時には損益を計上しないこととした（第 11 項参照）。 

  

 

 ただし、新株予約権の発行者が一定の事由が生じたことを条件

として当該新株予約権を取得できることとする条項（取得条項）

が付された新株予約権について、発行者が当該取得条項に基づき

自己新株予約権を取得した場合で、当該取得時に自社の株式のみ

を交付することがあらかじめ意図されているなど、一定の条件を

満たす場合には、新株予約権が行使されたときと同様に、当該帳

簿価額を基礎として処理することとした（第 12 項参照）。 

 

 

（Ｑ2 Ａ1） 

自己新株予約権の取得は、株主との資本取引ではなく、新株予

約権者との損益取引であることから、その取得価額はその後の損

益に影響を与えることとなる。したがって、取得の対価の種類に

関わらず、当該取得価額は時価に基づき算定する。なお、自己新

株予約権の取得時には、その後、当該自己新株予約権を消却する

か、処分するかが必ずしも明らかではないため、取得時には損益

を計上しない。 

 

（保有時の会計処理） 

39. 自己新株予約権は資産性を有するが、自らが発行した新株予約

（Ｑ2 Ａ2） 

自己新株予約権は資産性を有するが、自らが発行した新株予約
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権を取得し、当該自己新株予約権を資産の部に計上した場合、自

己新株予約権とこれに対応する新株予約権の金額が資産の部と純

資産の部に両建て表示されることとなる。しかしながら、当該取

引は自らが発行した新株予約権の買戻しであり、資産の部と純資

産の部との両建て表示ではなく、相殺表示する方が実態に即して

いると考えられる（第 13 項参照）。なお、直接控除した結果、新

株予約権の残高が負の値となった場合には、当該残高を負の値で

表示することとなる。 

 

権を取得し、当該自己新株予約権を資産の部に計上した場合、自

己新株予約権とこれに対応する新株予約権の金額が資産の部と純

資産の部に両建てされることとなる。しかしながら、当該取引は

自らが発行した新株予約権の買戻しであり、資産の部と純資産の

部との両建て表示ではなく、相殺表示する方が実態に即している

と考えられる。 

40. 親会社又は連結子会社が発行した新株予約権をその他の連結

会社が保有している場合について、連結会社相互間の債権と債務

の相殺消去に準じて処理することとしたのは、新株予約権が純資

産の部における株主資本以外の項目であることを重視したもので

ある（第 15 項参照）。 

 

 

（新設） 

新株予約権付社債の会計処理 

転換社債型新株予約権付社債の場合 

41. 金融商品会計基準では、複合金融商品について、払込資本を増

加させる可能性のある部分を含む複合金融商品とその他の複合金

融商品に区分して、それぞれ処理方法を定めている。このうち前

者、すなわち、新株予約権付社債のように契約の一方の当事者の

払込資本を増加させる可能性のある部分を含む複合金融商品は、

払込資本を増加させる可能性のある部分とそれ以外の部分の価値

 

（Ｑ3 Ａ1） 

「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（以下「金融

商品会計意見書」という。）によれば、契約の一方の当事者の払込

資本を増加させる可能性のある部分を含む複合金融商品につい

て、払込資本を増加させる可能性のある部分とそれ以外の部分の

価値をそれぞれ認識することができるならば、それぞれの部分を

区分して処理することが合理的であるとされている。しかしなが
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をそれぞれ認識することができるならば、それぞれの部分を区分

して処理することが合理的であり、その他の新株予約権付社債は

払込資本を増加させる可能性のある部分とそれ以外の部分が同時

に各々存在し得ることから、その取引の実態を適切に表示するた

め、それぞれの部分を区分して処理することが必要であるとして

いる。 

 しかしながら、募集事項において、社債と新株予約権がそれぞ

れ単独で存在し得ないこと及び新株予約権が付された社債を当該

新株予約権行使時における出資の目的とすること（会社法第 236

条第 1 項第 2 号及び第 3 号）をあらかじめ明確にしている転換社

債型新株予約権付社債については、かつての転換社債と経済的実

質が同一であり、それぞれの部分を区分して処理する必要性は乏

しいと考えられるため、区分して処理する方法に加え、一体とし

て処理する方法も認めている（金融商品会計基準第 112 項及び第

113 項）（第 18 項参照）。 

 なお、転換社債型新株予約権付社債を社債の対価部分と新株予

約権の対価部分に区分する場合には、金融商品会計基準（注 15）1

によることとなるが、社債と新株予約権それぞれの払込金額が経

済的に合理的な額と明らかに乖離する場合には、当該払込金額の

比率で配分する方法の適用は適当ではない。このような場合には、

新株予約権付社債を区分する他の方法を適用することとなる。 

 

ら、以前の転換社債については、転換権が行使されると社債は消

滅し、社債の償還権と転換権が同時に各々存在し得ないことから、

それぞれの部分を区分して処理する必要性は乏しいとされている

（金融商品会計意見書Ⅲ 七 1）。 

 金融商品会計意見書の考え方は、以前の転換社債と経済的実質

が同一である会社法に基づき発行された転換社債型新株予約権付

社債の会計処理にも適用することが可能と考えられるため、発行

者側については、以前の転換社債と同様に、一括法と区分法のい

ずれの方法も認められることとし（金融商品会計基準第六 一 2

（1））、取得者側については、一括法により処理することとした（金

融商品会計基準第六 一 2（2））。 

 

 

 

（Ｑ3 Ａ1(1)） 

なお、転換社債型新株予約権付社債を社債の対価部分と新株予

約権の対価部分に区分する場合には、金融商品会計基準注解（注

15）1 に準ずる方法によることとなるが、社債と新株予約権それぞ

れの払込金額が明らかに経済的に合理的な額と乖離する場合に

は、当該払込金額の比率で配分する方法を適用することは適当で

ない。このような場合には、区分法における他の方法を適用する

こととなる。 
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42. 会社法施行日前の商法（以下「旧商法」という。）では、転換

社債型新株予約権付社債について、社債の発行価額（旧商法第 341

条ノ 3 第 1 項第 1 号）と新株予約権の行使に際して払い込むべき

金額（旧商法第 341 条ノ 13 第 1 項）が同額でなければならず（旧

商法第 341 条ノ 3第 2項）、また、通常の新株予約権の行使と同様

に、新株予約権の発行価額と新株予約権の行使に際して払い込む

べき金額の合計が新株の発行価額とみなされる（旧商法第 341 条

ノ 15 第 5 項及び第 280 条ノ 20 第 4 項）こととされていた。  

  

 しかしながら、会社法ではこれらの定めが存在しないため、本

適用指針では、新株予約権が行使されたときに資本金又は資本金

及び資本準備金に振り替える額について、発行時に一括法を採用

している場合は、当該転換社債型新株予約権付社債の帳簿価額と

し、また、発行時に区分法を採用している場合は、当該転換社債

型新株予約権付社債における社債の対価部分（帳簿価額）と新株

予約権の対価部分（帳簿価額）の合計額としている（第 19 項参照）。

この結果、新株予約権が行使されたときには、一括法と区分法の

いずれを採用している場合にも損益が生じないこととなる。 

 

（Ｑ3 Ａ1） 

また、会社法施行日前の商法（以下「旧商法」という。）では、

従前の転換社債型新株予約権付社債について、社債の発行価額（旧

商法第 341 条ノ 3 第 1 項第 1 号）と新株予約権の行使に際して払

い込むべき金額（旧商法第 341 条ノ 13 第 1 項）が同額でなければ

ならず（旧商法第 341 条ノ 3第 2項）、また、通常の新株予約権の

行使と同様に、新株予約権の発行価額と新株予約権の行使に際し

て払い込むべき金額の合計が新株の発行価額とみなされる（旧商

法第 341 条ノ 15 第 5 項及び旧商法第 280 条ノ 20 第 4 項）とされ

ていた。 

しかしながら、会社法ではこれらの定めが存在しないため、本

実務対応報告では、新株予約権が行使されたときに資本金又は資

本金及び資本準備金に振り替える額について、発行時に一括法を

採用している場合は、当該転換社債型新株予約権付社債の社債金

額（発行時における社債金額と払込金額との差額に係る未償却残

高がある場合には当該金額を加減した金額）とし、発行時に区分

法を採用している場合は、当該転換社債型新株予約権付社債にお

ける社債の対価部分（発行時における社債金額と払込金額との差

額に係る未償却残高がある場合には当該金額を加減した金額）と

新株予約権の対価部分の合計額とした。この結果、新株予約権が

行使されたときには、一括法と区分法のいずれを採用している場

合にも損益が生じないこととなる。 
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その他の新株予約権付社債の場合 

43. 金融商品会計基準では、新株予約権付社債のように契約の一

方の当事者の払込資本を増加させる可能性のある部分を含む複

合金融商品について、払込資本を増加させる可能性のある部分と

それ以外の部分の価値をそれぞれ認識することができるならば、

それぞれの部分を区分して処理することが合理的であるとされ

ている。さらに、個々の複合金融商品の様態及び取引実態におい

て、その他の新株予約権付社債は払込資本を増加させる可能性の

ある部分とそれ以外の部分が同時に各々存在し得ることから、そ

の取引の実態を適切に表示するため、それぞれの部分を区分して

処理することが必要であるとされている（金融商品会計基準第

112 項）。 

 したがって、その他の新株予約権付社債については、発行者側

及び取得者側ともに区分法を適用することとしている（第 21 項

及び第 22 項参照）。これは、かつての新株引受権付社債の会計処

理について、分離型あるいは非分離型を区別することなく、発行

者側及び取得者側ともに区分法を適用していたことと整合的で

ある。 

 なお、区分法を適用する場合には、金融商品会計基準（注 15）

によることとなるが、社債と新株予約権それぞれの払込金額が経

済的に合理的な額と明らかに乖離するときには、当該払込金額の

比率で配分する方法の適用は適当ではない。このような場合に

は、新株予約権付社債を区分する他の方法を適用することとな

（Ｑ3 Ａ2） 

金融商品会計意見書によれば、新株予約権付社債のように契約

の一方の当事者の払込資本を増加させる可能性のある部分を含む

複合金融商品について、払込資本を増加させる可能性のある部分

とそれ以外の部分の価値をそれぞれ認識することができるなら

ば、それぞれの部分を区分して処理することが合理的であるとさ

れている（金融商品会計意見書Ⅲ 七 1）。 

 

 

 

 

 

 したがって、転換社債型新株予約権付社債以外の場合は、発行

者側及び取得者側ともに区分法を適用することとした。これは、

以前の新株引受権付社債の会計処理について、分離型あるいは非

分離型を区別することなく、発行者側及び取得者側ともに区分法

を適用していること（金融商品会計基準第六 一 1）と整合的であ

る。 

 なお、区分法を適用する場合には、金融商品会計基準注解（注

15）に準ずる方法によることとなるが、社債と新株予約権それぞ

れの払込金額が明らかに経済的に合理的な額と乖離する場合に

は、当該払込金額の比率で配分する方法を適用することは適当で

ない。このような場合には、区分法における他の方法を適用する
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る。 

 

こととなる。 

取得条項付の転換社債型新株予約権付社債の場合 

（発行者側の会計処理） 

44. 会社法では、取得条項付の新株予約権付社債を発行することが

できることとされた（会社法第 236 条第 1項第 7号）。本適用指針

では、転換社債型新株予約権付社債がかつての転換社債と経済的

実質が同一であることを前提に、発行者はこれを一括法と区分法

のいずれかの方法により会計処理することとしている（第 18 項参

照）が、取得条項付の転換社債型新株予約権付社債についても、

これに付された新株予約権が転換社債型新株予約権付社債権者に

より行使されたときに自社の株式が交付されるなど、かつての転

換社債と経済的実質が同一であることを前提に、発行者は一括法

と区分法のいずれかの方法により会計処理することができるもの

と考えている。 

 取得条項付の転換社債型新株予約権付社債の会計処理について

は第 23 項のとおりであるが、転換社債型新株予約権付社債の発行

者による当該転換社債型新株予約権付社債の取得のうち、取得条

項に基づかないものについては、自己社債の取得（区分法の場合

は、加えて自己新株予約権の取得）に準じて処理することとなる。

 

 

 

（新設） 

（取得の対価が現金の場合） 

45. 転換社債型新株予約権付社債の発行者が、取得条項に基づき、

 

（新設） 
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自社の株式の市場価格が転換価格を上回る場合において現金を対

価として当該転換社債型新株予約権付社債を取得するときの発行

者側の会計処理については、自己社債の取得（区分法の場合は、

加えて自己新株予約権の取得）に準じて処理することとした（第

23 項(1)参照）。この場合、取得した転換社債型新株予約権付社債

の取得価額は、その対価としての払出額に基づき算定することと

なり、取得時には損益が計上されないこととなる。ただし、その

後、取得した転換社債型新株予約権付社債を消却した場合には、

当該帳簿価額と対応する転換社債型新株予約権付社債の帳簿価額

との差額が当期の損益として計上されることとなる。このため、

取得と同時に消却した場合には、繰上償還と経済的実質が同一で

あることから、これに準じて処理することとなり（第 23 項(1)ま

た書き参照）、取得した転換社債型新株予約権付社債の帳簿価額

とその対価としての払出額との差額を当期の損益として処理する

こととなる。 

 

46. 自己社債の会計処理は、次の理由から、金融商品会計基準にお

ける有価証券の会計処理に準じて行うことが適当と考えた（第 23

項(1)なお書き参照）。このため、自己社債及び対応する社債の表

示については、金融資産と金融負債の貸借対照表における相殺表

示（金融商品会計実務指針第 140 項）に準じて行うことができる

ものと考えられる。 

(1)  会社法では、自己新株予約権や自己新株予約権付社債と同

 

（新設） 
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様に、自己社債の取得又は処分を行う場合が想定されている

ため、自己社債の取得によって法的に債務者が債務を弁済し

た又は債務が免除されたとは言えず、金融負債（対応する社

債）の消滅要件（金融商品会計基準第10項）を満たしていな

い。 

(2)  自己社債が金融資産の定義に当たらないとしても、その性

質上、有価証券の会計処理に準じて行うことが適切である。

なお、有価証券は保有目的等により会計処理が異なるが、自

己社債を消却せずその償還期限まで保有する意義は見出せな

いことから、満期保有目的の債券に分類することはできない

こととした。 

 

47. また、転換社債型新株予約権付社債の発行者が、取得条項に基

づき、自社の株式の市場価格が転換価格以下の場合において現金

を対価として当該転換社債型新株予約権付社債を取得するときの

発行者側の会計処理についても、自社の株式の市場価格が転換価

格を上回る場合と同様に、繰上償還又は自己社債の取得（区分法

の場合は、加えて自己新株予約権の取得）に準じて処理すること

となる。 

 

 

（新設） 

（取得の対価が自社の株式の場合） 

48. (ア)転換社債型新株予約権付社債の発行者が、取得条項に基づ

き、自社の株式の市場価格が転換価格を上回る場合において当該

 

（新設） 
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転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の目的である

自社の株式の数を交付することにより当該転換社債型新株予約権

付社債を取得し、(イ)当該転換社債型新株予約権付社債を取得し

た際に消却することが募集事項等に示されており、かつ、当該募

集事項等に基づき取得と同時に消却が行われたときには、転換社

債型新株予約権付社債権者が当該転換社債型新株予約権付社債に

付された新株予約権を行使することと経済的実質が同一であるこ

とから、本適用指針では、これらの会計処理を整合させることと

した。これは、従来、発行者が、自社の株式の市場価格が転換価

格を上回る場合において繰上償還条項に基づき繰上償還を行うこ

とを明らかにすることにより、転換社債権者が転換権を行使して

いた繰上償還権付転換社債と経済的実質が類似しており、当該繰

上償還権付転換社債に係る従来の会計処理とも整合的である。 

 したがって、上記の場合には、転換社債型新株予約権付社債に

付された新株予約権が行使されたときに準じて処理し（第23項(2)

①参照）、この結果、一括法と区分法のいずれを採用している場合

にも損益は計上されないこととなる。 

 

49. 一方、転換社債型新株予約権付社債の発行者が、取得条項に基

づき、自社の株式の市場価格が転換価格を上回る場合において自

社の株式を交付することにより当該転換社債型新株予約権付社債

を取得するときであっても、第 23 項(2)①以外の場合には、転換

社債型新株予約権付社債権者が、当該転換社債型新株予約権付社

 

（新設） 
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債に付された新株予約権を行使することと経済的実質が同一であ

るとはいえず、むしろ自己社債の取得（区分法の場合は、加えて

自己新株予約権の取得）に準じて処理することが適当であるもの

とした（第 23 項(2)②参照）。 

 この結果、一括法と区分法のいずれを採用している場合にも取

得時に損益は計上されないこととなるが、その後、取得した転換

社債型新株予約権付社債を消却した場合には、当該帳簿価額と対

応する転換社債型新株予約権付社債の帳簿価額との差額が当期の

損益として計上されることとなる。 

 

50. また、転換社債型新株予約権付社債の発行者が、取得条項に基

づき、自社の株式の市場価格が転換価格以下の場合において当該

転換社債型新株予約権付社債を取得するときは、転換社債型新株

予約権付社債権者が、当該転換社債型新株予約権付社債に付され

た新株予約権を行使することと経済的実質が同一であるとはいえ

ないので、発行者は自己社債の取得（区分法の場合は、加えて自

己新株予約権の取得）に準じて処理することとなる。 

 

 

（新設） 

（取得の対価が現金と自社の株式の場合） 

51. 転換社債型新株予約権付社債の発行者が、取得条項に基づき、

自社の株式の市場価格が転換価格を上回る場合において現金と自

社の株式を対価として当該転換社債型新株予約権付社債を取得す

るときには、①取得条項に基づく取得の対価の金額が、当該取得

 

（新設） 



 

- 33 - 

企業会計基準適用指針第 17 号 実務対応報告第 16 号 

条項に基づき、当該転換社債型新株予約権付社債に付された新株

予約権の目的である自社の株式の数に基づき算定された時価であ

り、②当該取得条項に基づいて取得した際に消却することが募集

事項等に示されており、かつ、当該募集事項等に基づき取得と同

時に消却が行われていても、①と②のみでは、取得の対価が自社

の株式のみの場合（第 23 項(2)①参照）のように、当該転換社債

型新株予約権付社債に付された新株予約権が行使され自社の株式

を交付することと経済的実質が同一であるとまではいえず、むし

ろ自己社債の取得（区分法の場合は、加えて自己新株予約権の取

得）に準じて処理することが適当であると考えられる。 

 したがって、取得の対価が現金と自社の株式の場合における増

加資本は、一括法と区分法のいずれを採用している場合にも、取

得の対価となる現金の額と自社の株式の時価に基づき算定される

こととなる。この結果、一括法と区分法のいずれを採用している

場合にも取得時に損益は計上されないこととなるが、その後、取

得した転換社債型新株予約権付社債を消却した場合には、当該帳

簿価額と対応する転換社債型新株予約権付社債の帳簿価額との差

額が当期の損益として計上されることとなる。 

 ただし、取得の対価のうち現金の額が僅少である場合、その経

済的実態は取得の対価が自社の株式のみの場合と変わらないた

め、本適用指針では、これに準じて取り扱うものとしている（第

23 項(3)ただし書き参照）。 

 



 

- 34 - 

企業会計基準適用指針第 17 号 実務対応報告第 16 号 

52. 前項①と②に加えて、③現金の交付がすべて社債部分の取得に

充てられ、自社の株式の交付がすべて新株予約権部分の取得に充

てられるように、現金と自社の株式を対価とするそれぞれの部分

があらかじめ明確にされ、これらの額が経済的に合理的な額と乖

離していない場合には、転換社債型新株予約権付社債に付された

新株予約権が行使されたときに準じて処理することとした（一括

法の場合）（第 23 項(3)また書き参照）。 

 審議の過程においては、前段の要件を満たしている場合で、当

該転換社債型新株予約権付社債を社債部分と新株予約権部分に区

分して処理しているときには、現金のみが充てられる社債部分は

当該現金による繰上償還と捉え、自社の株式のみが充てられる新

株予約権部分は新株予約権の行使と捉えるのが適当であり、また、

同一の取引であれば一括法と区分法は同様の考え方で行うことが

適当であるので、前段の会計処理を行うことになるのではないか

という意見があった。一方で、現金と自社の株式を対価とする場

合には、株式転換権が行使された場合に自社の株式のみが交付さ

れる従来の転換社債とは異なるため、少なくとも一括法において

前段の会計処理は適当ではないという意見もあった。 

 本適用指針において定めた当該会計処理は、転換社債型新株予

約権付社債において一括法と区分法の双方が認められている金融

商品会計基準を前提とした上で、国際的な会計基準における取扱

いとの関係などを考慮したものであるが、今後、仮に一括法と区

分法の選択適用自体が見直される場合には、当該会計処理につい

 

（新設） 
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ても再考する必要がある。 

 

53. 一方、転換社債型新株予約権付社債の発行者が、取得条項に基

づき、自社の株式の市場価格が転換価格以下の場合において現金

と自社の株式を対価として当該転換社債型新株予約権付社債を取

得するときには、転換社債型新株予約権付社債権者が、当該転換

社債型新株予約権付社債に付された新株予約権を行使することと

経済的実質が同一であるとはいえないので、発行者は自己社債の

取得（区分法の場合は、加えて自己新株予約権の取得）に準じて

処理することとなる。 

 

 

（新設） 

（転換社債型新株予約権付社債権者側の会計処理） 

54. 転換社債型新株予約権付社債の発行者が、取得条項に基づき、

発行者の株式の市場価格が転換価格を上回る場合において当該転

換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の目的である発

行者の株式の数を交付することにより当該転換社債型新株予約権

付社債を取得するときは、転換社債型新株予約権付社債権者が、

当該転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権を行使す

ることと経済的実質が同一である。これらを踏まえ、本適用指針

では、発行者による取得の対価が発行者の株式の場合の転換社債

型新株予約権付社債権者側の会計処理は、転換社債型新株予約権

付社債に付された新株予約権を行使した場合に準ずることとした

（第 24 項(2)参照）。 

 

（新設） 
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55. また、転換社債型新株予約権付社債の発行者が、取得条項に基

づき、発行者の株式の市場価格が転換価格を上回る場合において

現金と発行者の株式を交付することにより当該転換社債型新株予

約権付社債を取得するとき、転換社債型新株予約権付社債権者は

当該転換社債型新株予約権付社債を現金が交付された部分と発行

者の株式が交付された部分とに区分した上で処理することとした

（第 24 項(3)参照）。これは金融資産の消滅の認識において財務構

成要素アプローチが採用されていることによる（金融商品会計基

準第 57 項）。 

 

 

（新設） 

56. 転換社債型新株予約権付社債の発行者が、取得条項に基づき、

発行者の株式の市場価格が転換価格以下の場合において現金や発

行者の株式を交付することにより当該転換社債型新株予約権付社

債を取得するときでも、取得の対価が社債金額その他合理的な額

によるときには、転換社債型新株予約権付社債権者は、発行者の

株式の市場価格が転換価格を上回る場合（第 24 項参照）と同様に

処理することが適当と考えられる。 

 

 

（新設） 

外貨建転換社債型新株予約権付社債の場合 

57. 外貨実務指針には、かつての外貨建転換社債の発行及び換算に

ついて、次の2つの考え方が示されている（外貨実務指針第 63項）。

 

 

（Ｑ5 Ａ） 

日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第 4号「外貨建取引等

の会計処理に関する実務指針」（以下「外貨実務指針」という。）

では、以前の外貨建転換社債の発行及び換算について、以下の 2

つの考え方が示されている（外貨実務指針第 63 項）。 
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(1) 転換社債の発行を潜在的株式の発行と解する考え方 

   この考え方による場合、新株の発行価額を転換社債の発行時

の為替相場により円換算することになる（外貨基準一 2(1)②た

だし書き及び外貨実務指針第 20 項）。 

(2) 転換社債の転換による新株の発行を現物出資や相殺と解する

考え方 

   この考え方による場合、転換社債の発行と転換による新株の

発行をいったん切断して考え、新株の発行価額を転換時の為替

相場により円換算することになる。 

  また、実務対応報告第 11 号においては、転換社債型新株予約権

付社債はかつての転換社債と経済的実質が同一と考えられるた

め、外貨建転換社債型新株予約権付社債の決算時の円換算の処理

については、かつての外貨建転換社債と同様、上記(1)の考え方に

基づき、外貨建転換社債型新株予約権付社債の発行時の為替相場

により行うこととされている（実務対応報告第 11 号 2）。 

 しかしながら、会社法においては上記(2)の現物出資の考え方に

よることが明らかにされた（会社法第 284 条第 1 項）ため、本適

用指針では、外貨建転換社債型新株予約権付社債の決算時の円貨

への換算は決算時の為替相場によることとし、新株予約権行使時

の円貨への換算はその権利行使時の為替相場によることとした

（第 25 項(3)参照）。 

 

 

(1) 転換社債の発行を潜在的株式の発行と解する考え方 

この考え方による場合、新株の発行価額を転換社債の発行時

の為替相場により円換算することになる（外貨基準一 2（1）②

ただし書き及び外貨実務指針第 20 項）。 

(2) 転換社債の転換による新株の発行を現物出資や相殺と解する

考え方 

この考え方による場合には、転換社債の発行と転換による新

株の発行をいったん切断して考え、新株の発行価額を転換時の

為替相場により円換算することになる。 

また、実務対応報告第 11 号において、従前の転換社債型新株予

約権付社債は以前の転換社債と経済的実質が同一と考えられるた

め、従前の外貨建転換社債型新株予約権付社債の決算時の円換算

の処理については、以前の外貨建転換社債と同様、上記(1)の考え

方に基づき、転換社債型新株予約権付社債の発行時の為替相場に

より行うこととされている（実務対応報告第 11 号 2）。 

しかしながら、会社法においては、上記(2)の現物出資の考え方

によることが明らかにされた（会社法第 284 条第 1 項）ため、会

社法に基づき発行された外貨建転換社債型新株予約権付社債の決

算時の円貨への換算は決算時の為替相場によることとし、新株予

約権行使時の円貨への換算はその権利行使時の為替相場によるこ

ととした。 
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58. なお、実務対応報告第 11 号において、外貨建転換社債型新株

予約権付社債の発行に伴う入金外貨額に本邦通貨による為替予約

等が付されている場合には、振当処理を適用することができると

されていた（実務対応報告第 11 号 2(1)）が、本適用指針が適用

される取引については、振当処理が認められないこととなる点に

留意する必要がある。これは、本適用指針の適用により、当該外

貨建転換社債型新株予約権付社債は決算時の為替相場により換算

され、発行後において為替変動リスクにさらされることになるた

め、将来の外貨建転換社債型新株予約権付社債の発行に伴う入金

外貨額に係る為替予約等は、振当処理が認められない予定取引に

係る為替予約等に該当することとなるためである（外貨実務指針

第 5項）。 

（Ｑ5 Ａ） 

なお、実務対応報告第 11 号において、従前の外貨建転換社債型

新株予約権付社債の発行に伴う入金外貨額に本邦通貨による為替

予約等が締結されている場合には、振当処理を適用することがで

きるとされていた（実務対応報告第 11 号 2(1)）が、本実務対応

報告が適用される取引については、振当処理が認められないこと

となる点に留意する必要がある。これは、本実務対応報告の適用

により、当該外貨建転換社債型新株予約権付社債は毎決算時の為

替相場により換算され、発行後において為替変動リスクにさらさ

れることになるため、将来の外貨建転換社債型新株予約権付社債

の発行に伴う入金外貨額に関わる為替予約等は、振当処理が認め

られない予定取引に関わる為替予約等に該当することとなるため

である（外貨実務指針第 5項）。 

 

社債と新株予約権を同時に募集し同時に割り当てる場合の

会計処理 

59. 社債と新株予約権を同時に募集し、かつ、両者を同時に割り当

てる場合、社債と新株予約権は別々に証券が発行されるので発行

後は個別に流通することになるが、発行時において両者は実質的

に一体のものとみられるため、その経済的実質はその他の新株予

約権付社債と同一であると考えられる。したがって、発行者側及

び取得者側ともに会計処理は区分法により行うことが適当である

（第 28 項参照）。 

 

（Ｑ4 Ａ） 

社債と新株予約権は別々に証券が発行されるので発行後には個

別に流通することになるが、社債と新株予約権を同時に募集し、

かつ、両者を同時に割り当てる場合には、発行時において両者は

実質的に一体のものとみられるため、その経済的実質は転換社債

型新株予約権付社債以外の新株予約権付社債と同一であると考え

られる。したがって、発行者側及び取得者側ともに会計処理は区

分法（Ｑ3のＡ2参照）により行うことが適当であると考えられる。
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 なお、社債と新株予約権を同時に募集していない場合又は両者

を同時に割り当てていない場合でも、両者が実質的に一体のもの

とみられるときは、社債と新株予約権を個々に会計処理せずに、

それぞれの払込金額を合計した上で区分法を適用することに留意

する必要がある。例えば、社債と新株予約権を同時に募集してい

ない場合とは、一部の割当てを時間的にずらしているような場合

であり、両者を同時に割り当てていない場合とは、一部の社債と

新株予約権の割当てを別々の者に行うような場合である。 

 

 なお、社債と新株予約権を同時に募集していない場合又は両者

を同時に割り当てていない場合でも、実質的に一体のものとみら

れるときは、社債と新株予約権を個々に会計処理せずに、それぞ

れの払込金額を合計した上で区分法を適用することに留意する必

要がある。例えば、社債と新株予約権を同時に募集していない場

合とは一部の割当てを時間的にずらしているような場合であり、

両者を同時に割り当てていない場合とは一部の社債と新株予約権

の割当てを別々の者に行うような場合である。 

設 例 

[設例 1] 転換社債型新株予約権付社債の発行者側の会計

処理（一括法） 

1．前提条件 

(1) 転換社債型新株予約権付社債の発行 

額面総額：500,000 千円 

払込金額：450,000 千円（割引発行） 

期間：X1 年 4 月 1日から X11 年 3 月 31 日（10 年間） 

利率：0％ 

(2) 決算日は 3月 31 日である。 

(3) X3 年 4 月 1 日に、上記転換社債型新株予約権付社債のすべて

について新株予約権の行使の請求があり、新株を発行した。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資をなすべき 1 株当たりの金額

設 例 

[設例 1] 転換社債型新株予約権付社債の発行者側の会計

処理（一括法） 

1．前提条件 

(1) 転換社債型新株予約権付社債の発行 

額面総額：500,000 千円 

払込金額：450,000 千円（割引発行） 

期間：X1 年 4 月 1日から X11 年 3 月 31 日（10 年間） 

(2) 社債発行差金は償還期間で定額法により償却する。 

(3) 決算日は 3月 31 日である。 

(4) X3 年 4 月 1 日に、上記転換社債型新株予約権付社債のすべて

について新株予約権の行使の請求があり、新株を発行した。

(5) 新株予約権の行使に際して出資をなすべき 1 株当たりの金額
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（転換価格）は 50 千円とする。新株の発行時に出資された額

はすべて資本金とする。 

(5) 償却原価法の適用にあたっては、定額法によるものとする。 

 

2. 会計処理 

（単位：千円）

(1) 発行時（X1 年 4 月 1日） 

現金預金 450,000   社債 450,000 

 

 

(2) 決算日（X2 年 3 月 31 日） 

社債利息 5,000   社債 5,000 

 

 

(3) 決算日（X3 年 3 月 31 日） 

社債利息 5,000   社債 5,000 

 

 

(4) 新株予約権行使時（X3 年 4 月 1日） 

社債 460,000   資本金 (注)460,000 

 

 

（転換価格）は 50 千円とする。新株の発行時に出資された額

はすべて資本金とする。 

(6) 社債利息については考慮しないものとする。 

 

2. 会計処理 

（単位：千円）

(1) 発行時（X1 年 4 月 1日） 

現金預金 450,000 社債 500,000 

社債発行差金 50,000   

 

(2) 決算日（X2 年 3 月 31 日） 

社債発行差金

償却 

5,000 社債発行差金 5,000 

 

(3) 決算日（X3 年 3 月 31 日） 

社債発行差金

償却 

5,000 社債発行差金 5,000 

 

(4) 新株予約権行使時（X3 年 4 月 1日） 

社債 500,000 資本金 (注 1)460,000 

 社債発行

差金 

(注 2) 40,000 
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(注) 権利行使により増加する資本金の額は、新株予約権が行

使された転換社債型新株予約権付社債の帳簿価額に基づ

き算定する。 

 

(注 1) 権利行使により資本金に振り替える額は、新株予約権が

行使された転換社債型新株予約権付社債の社債金額（発

行時における社債金額と払込金額との差額に係る未償却

残高（社債発行差金残高）がある場合には当該金額を加

減した金額） 

(注 2) 50,000 千円×8年／10 年＝40,000 千円 

 

[設例 2] 取得条項付の転換社債型新株予約権付社債の発

行者側の会計処理－取得の対価が自社の株式の場

合－（一括法） 

1．前提条件 

(1) 取得条項付の転換社債型新株予約権付社債の発行 

額面総額：100,000 千円 

払込金額：100,000 千円 

期間：X1 年 4 月 1日から X11 年 3 月 31 日（10 年間） 

利率：0％ 

(2) 発行者は、取得条項に基づき、(1)の転換社債型新株予約権付

社債に付された新株予約権の目的である自社の株式の数を交

付することにより、(1)の転換社債型新株予約権付社債を取得

することができる。 

(3) 発行者が取得した際に(1)の転換社債型新株予約権付社債を

消却することが募集事項で示されているものとする。 

(4) 取得者（転換社債型新株予約権付社債権者）による新株予約

 

（新設） 
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権の行使、又は、発行者による転換社債型新株予約権付社債

の取得に際して、出資をなすべき 1 株当たりの金額（転換価

格）は 100,000 千円とする。 

(5) 発行者は、X3 年 5 月 1日に、取得条項に基づき、(1)の転換社

債型新株予約権付社債を取得し、その対価として新株（市場

価格に基づく価額は 110,000 千円とする。）を発行した。また、

取得した転換社債型新株予約権付社債は、取得と同時に消却

が行われた。 

(6) 新株の発行時に出資された額はすべて資本金とする。 

 

2. 会計処理 

（単位：千円）

(1) 発行時（X1 年 4 月 1日） 

現金預金 100,000  社債 100,000

(2) 取得時（X3 年 5 月 1日） 

社債 (注 1)100,000  資本金 100,000

 (注 1) 会社法上は、取得した転換社債型新株予約権付社債を

帳簿価額 100,000 千円で計上し、これを資本金（上記

1.(6)参照）とした上で、当該転換社債型新株予約権付

社債の消却を行うこととなる。 

 

なお、発行者が取得した際に上記 1.(1)の転換社債型新株予約権

付社債を消却することが募集事項等で示されていない場合の会計
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処理は次のようになる。 

(1) 発行時（X1 年 4 月 1日） 

現金預金 100,000  社債 100,000

(2) 取得時（X3 年 5 月 1日） 

自己社債 (注 2)110,000  資本金 110,000

   (注 2) 取得した転換社債型新株予約権付社債を取得の対価

となる自社の株式の時価 110,000 千円で計上し、これを

資本金とする。 

 

[設例 3-1] 取得条項付の転換社債型新株予約権付社債の

発行者側の会計処理－取得の対価が現金と自社

の株式の場合①－（一括法） 

1．前提条件 

(1) 取得条項付の転換社債型新株予約権付社債の発行 

額面総額：100,000 千円 

払込金額：100,000 千円 

期間：X1 年 4 月 1日から X11 年 3 月 31 日（10 年間） 

利率：0％ 

(2) 発行者は、取得条項に基づき、現金と自社の株式を対価とし

て、自社の株式の市場価格が転換価格を上回った場合は、(1)

の転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の目的

である自社の株式の数に基づき算定された時価をもって、転

換価格以下の場合は、社債金額をもって、当該転換社債型新

 

（新設） 
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株予約権付社債を取得することができる。 

(3) 取得者（転換社債型新株予約権付社債権者）による新株予約

権の行使、又は、発行者による転換社債型新株予約権付社債

の取得に際して、出資をなすべき 1 株当たりの金額（転換価

格）は 100,000 千円とする。 

(4) 発行者は、X3 年 5 月 1日に、取得条項に基づき、(1)の転換社

債型新株予約権付社債を取得し、その対価として現金

（100,000 千円）と新株（市場価格に基づく価額は 10,000 千

円とする。）を交付した。 

(5) 新株の交付に対応する額はすべて資本金とする。 

 

2. 会計処理 

（単位：千円）

(1) 発行時（X1 年 4 月 1日） 

現金預金 100,000  社債 100,000

(2) 取得時（X3 年 5 月 1日） 

自己社債 (注 1)110,000 現金 100,000

 

 

資本金 (注 2)10,000

(注 1) 取得の対価となる自社の株式の時価と現金の額の合計額

に基づき、自己社債の取得に準じて処理する。 

(注2) 取得の対価となる自社の株式の時価10,000千円が資本金

の額となる（上記 1.(5)参照）。 
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[設例 3-2] 取得条項付の転換社債型新株予約権付社債の発

行者側の会計処理－取得の対価が現金と自社の

株式の場合②－（一括法） 

1．前提条件 

(1) 取得条項付の転換社債型新株予約権付社債の発行 

額面総額：100,000 千円 

払込金額：100,000 千円 

期間：X1 年 4 月 1日から X11 年 3 月 31 日（10 年間） 

利率：0％ 

(2) 発行者は、取得条項に基づき、現金と自社の株式を対価とし

て、自社の株式の市場価格が転換価格を上回った場合は、(1)

の転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の目的

である自社の株式の数に基づき算定された時価をもって、転

換価格以下の場合は、社債金額をもって、当該転換社債型新

株予約権付社債を取得することができる。 

(3) 発行者が取得した際に、対価である現金がすべて社債部分の

取得に充てられ、自社の株式がすべて新株予約権部分の取得

に充てられることが募集事項で示されているものとする。ま

た、発行者が取得した際に(1)の転換社債型新株予約権付社債

を消却することが募集事項で示されているものとする。 

(4) 取得者（転換社債型新株予約権付社債権者）による新株予約

権の行使、又は、発行者による転換社債型新株予約権付社債

の取得に際して、出資をなすべき 1 株当たりの金額（転換価

 

（新設） 
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格）は 100,000 千円とする。 

(5) 発行者は、X3 年 5 月 1日に、取得条項に基づき、(1)の転換社

債型新株予約権付社債を取得し、その対価として現金

（100,000 千円）と新株（市場価格に基づく価額は 10,000 千

円とする。）を交付した。また、取得した転換社債型新株予約

権付社債は、取得と同時に消却が行われた。 

 

2. 会計処理 

（単位：千円）

(1) 発行時（X1 年 4 月 1日） 

現金預金 100,000  社債 100,000

(2) 取得時（X3 年 5 月 1日） 

社債 (注 1)100,000  現金 100,000

(注 1) 転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権が行

使されたときに準じ、当該転換社債型新株予約権付社債の帳

簿価額に基づいて処理する。 

 

[設例 4] 外貨建転換社債型新株予約権付社債の発行者側

の会計処理（一括法） 

1．前提条件 

(1) 新株予約権付社債の発行に伴い払い込まれた金銭の総額は

1,000 千ドル（平価発行、期間 10 年）とする。 

(2) 新株予約権の行使に際して出資をなすべき 1 株当たりの金額

[設例 2] 外貨建転換社債型新株予約権付社債の発行者側

の会計処理（一括法） 

1．前提条件 

(1) 新株予約権付社債の発行に伴い払い込まれた金銭の総額は

1,000 千ドル（平価発行、期間 10 年）とする。 

(2) 新株予約権の行使に際して出資をなすべき 1 株当たりの金額
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（転換価格）は 500 円とする。 なお、新株予約権の行使によ

り交付される株式数は、社債の額面金額を換算（固定）レー

ト 210 円／ドルで円に換算した金額を、転換価格で除した数

とする。新株の発行時に出資された額はすべて資本金とする。

(3) 為替相場 

発行日        212 円／ドル 

最初の決算日     220 円／ドル 

新株予約権行使時   215 円／ドル 

(4) 社債利息については考慮しないものとする。 

 

2．会計処理 

  （単位：千円）

(1) 発行時 

現金預金 212,000  社債 212,000

 

(2) 最初の決算日 

為替差損 8,000  社債 (注 1) 8,000

(注 1) 1,000千ドル×(220円／ドル－212円／ドル)＝8,000千

円 

 

(3) 新株予約権行使時（当初に払い込まれた金銭の総額のうち 100

千ドル分の権利行使がなされたと仮定） 

社債 (注 2)22,000  資本金 (注 3)21,500

（転換価格）は 500 円とする。 なお、新株予約権の行使によ

り交付される株式数は、社債の額面金額を換算（固定）レー

ト 210 円／ドルで円に換算した金額を、転換価格で除した数

とする。新株の発行時に出資された額はすべて資本金とする。

(3) 為替相場 

発行日        212 円／ドル 

最初の決算日     220 円／ドル 

新株予約権行使時   215 円／ドル 

(4) 社債利息については考慮しないものとする。 

 

2．会計処理 

  （単位：千円）

(1) 発行時 

現金預金 212,000  社債 212,000

 

(2) 最初の決算日 

為替差損 8,000  社債 (注 1) 8,000

(注 1) 1,000 千ドル×(220 円－212 円)＝8,000 千円 

 

 

(3) 新株予約権行使時（当初に払い込まれた金銭の総額のうち 100

千ドル分の権利行使がなされたと仮定） 

社債 (注 2)22,000  資本金 (注 3)21,500
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  為替差益 500

(注 2) 権利行使に係る社債の帳簿価額 

220,000 千円×100千ドル／1,000千ドル＝22,000千円

(注 3) 権利行使により資本金に振り替える額 

100 千ドル×215 円／ドル（権利行使時の為替相場）＝

21,500 千円 

 

以 上

  為替差益 500

(注 2) 権利行使に係る社債の帳簿価額 

220,000 千円×100 千ドル／1,000 千ドル＝22,000 千円

(注 3) 権利行使により資本金に振り替える額 

100 千ドル×215 円／ドル（権利行使時の為替相場）＝

21,500 千円 

 

以 上

 

 


